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１． はじめに 

 
１．１ 手引き策定の目的と基本的な考え方 

 
・ 企業が海外を含めサプライチェーンを通じて CO2 排出量の把握・算定・開示を進

めていくことは、グローバルに事業を展開する日本企業の責務であり、投資家等の

要請に応えることでもある。 
・ 本手引きは、これに自主的に取り組もうとする企業に対して、連結企業グループと

して関与する国際物流および外国内物流に伴う CO2 排出量を把握・算定・開示す

るための統一的手法を提示するものである。 
・ 日本国内の物流に伴う CO2 排出量に比べ、国際物流および外国内物流に伴う CO2

排出量の把握には様々な制約がある。本手引きでは、企業の自主性を尊重し、かつ

簡便な方法において算定できるよう、利用可能なデータ・算定手法を可能な限り収

集し、提示している。 
・ 国際物流および外国内物流を含めた物流から生じる CO2 排出量を定量的・継続的

に把握・管理することで、企業の CO2 排出量削減の取り組みを促進することにつ

ながる。 
・ 本手引きは、企業による CO2 排出量の把握・開示の義務づけを強化するものでは

なく、企業の CO2 排出量を把握・公開しようとする自主的な取り組みを支援する

ことを目的としている。 
 
１．２ 手引き活用の想定対象企業 

 
 本手引きの活用を想定している主たる対象企業は、日本国内の改正省エネ法におけ

る特定荷主企業であるが、特定荷主に関わらず事業活動がグローバル化している様々

な業種における企業の活用を期待する。 
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２． 手引きの内容 

 
２．１ 物流CO2 排出量の把握・算定対象範囲の考え方 

 
（１）サプライチェーンにおける把握・算定対象範囲 

 物流に係るサプライチェーンにおける CO2 排出量の把握の範囲を、国内外区分およ

び GHG Protocol の Scope3 を踏まえ、自社を中心に図‐1 のとおり 6 つに区分する。 

図‐1 サプライチェーンにおける物流区分 

 

ⅰ： 調達における外国内輸送（トラック、鉄道、航空、内航海運など） 

ⅱ： 調達における国際間輸送（国際航空、外航海運） 

ⅲ： 調達における国内輸送（トラック、鉄道、航空、内航海運など） 

ⅳ： 販売における国内輸送（トラック、鉄道、航空、内航海運など） 

ⅴ： 販売における国際間輸送（国際航空、外航海運） 

ⅵ： 販売における外国内輸送（トラック、鉄道、航空、内航海運など） 

 
（２）貨物の所有権における把握・算定対象範囲 

サプライチェーン全体に把握・算定対象を拡大していく上では、貨物所有権の有無

に関わらず自社が関与する物流を広く対象とすべきである。具体的には、企業グルー

プ内の物流を中心に、サプライヤーからの調達や、販売店から最終消費者までの販売

など、企業グループの枠を超えた物流の把握が必要である。 
 

（３）企業グループにおける把握・算定対象範囲 

企業グループにおける把握・算定の対象範囲は、原則として親会社・子会社および

関連会社全てを対象とするのが望ましい。ただし、CO2 排出量の観点から重要性の乏

しい子会社および関連会社は算定から除外することが許容されるべきであり、逆に財

務会計上は重要性がなくとも、物流 CO2 排出量が軽微でない場合には算定対象とすべ

きである。 
 
 
 
 
 
 
 
 

Upstream Scope3（自社まで） Downstream Scope3（自社から）

国内外

区分

海外 国内 海外

外国内 国際間 国際間 外国内

区分番号 ⅰ ⅱ ⅲ ⅳ ⅴ ⅵ

GHG Protocol

区分

国内外

区分

海外 国内 海外

外国内 国際間 国際間 外国内

区分番号 ⅰ ⅱ ⅲ ⅳ ⅴ ⅵ

GHG Protocol

区分

自社
▼
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２．２ 物流CO2 排出量の把握・算定の進め方 

 
（１）算定手法 

省エネ法に示されている燃料法・燃費法・改良トンキロ法・従来トンキロ法を用い

る。各算定手法の作業負荷と算定結果の精度を整理すると、表‐1 のようになる。 
 

表‐1 算定手法と精度・作業負荷のレベル比較 

燃料使用量からCO2排出量を算定 高い

[CO2排出量＝燃料使用量×CO2排出係数]

輸送距離と燃費からCO2排出量を算定

[CO2排出量＝輸送距離／燃費×CO2排出係数] 精度

輸送量と原単位からCO2排出量を算定
輸送事業者から入手した実測に基づ
く原単位

地域・輸送機関毎に細分化された
原単位（改良トンキロ法）

作業負荷

[CO2排出量＝輸送量×トンキロ法CO2排出原単位] 地域・輸送機関毎の平均的な原単位

他地域向けに設定された原単位によ
り代用

地域・輸送機関に関して単一の原
単位（従来トンキロ法）

低い

トンキロ法

燃料法

燃費法

算定法 使用データ

燃料使用量の実測値

燃費の実測値（サンプリング調査を含む）

燃費の推計値（他機関により作成されたもの及び他地域向けに作成され
たものを含む）

 
 

（２）算定の進め方の手順 

①物流・仕入れ・売上などの各種データから、輸送重量が把握できる範囲を確認する。 
②把握した輸送重量を、サプライチェーンにおける物流区分のⅰ～ⅵに分類する。 
③区分ⅲ・ⅳについては、貨物所有権の有無に限らずに省エネ法での算定手法に従い 

CO2 排出量を算定する。 
④区分ⅰ・ⅱ・ⅴ・ⅵについては、輸送ごとに輸送手段・発地／着地に分類する。 
⑤各輸送において、燃料使用実績の把握の可否を確認する。 
⑥把握可能であれば燃料法を活用し算定する。不可能であれば輸送距離について把握 

する。輸送距離は、実輸送距離の測定や、距離測定ツールを活用して把握する。 
⑦燃費の把握の可否を確認し、把握可能であれば輸送距離と燃費から燃費法を活用し 
て CO2 排出量を算定する。不可能であればトンキロ法の排出原単位について把握す

る。排出原単位は、各地域の原単位の入手や、シナリオ設定・省エネ法の原単位の

活用などによって把握する。 
⑧排出原単位・輸送重量・輸送距離を使い、トンキロ法で CO2 排出量を算定する。 
⑨各物流区分における CO2 排出量を合算する。 
⑩①～⑨の手順を連結企業グループ・関連会社へと拡大し、CO2 排出量を算定する。 
⑪全ての会社の算定結果を集計し、情報を開示する。 
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 算定手順について、フロー図にして示す（図‐2）。 
 

 
 

図‐2 物流 CO2排出量の算定の進め方フロー図 
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（３）算定に係る情報の取得方法 

①輸送距離情報 

国際間輸送や外国内輸送においては、実輸送距離を可能な限り個別に集計して求め

ること 
が精度の観点からは望ましいが、距離データの把握が困難な場合には、以下に示すよ

うな距離測定ツールを活用し、距離を把握することが可能である。 
 

a)国際航空 

航空輸送距離については、各航空会社が空港間のマイル数（nm）を WEB 等で提示 
しているものを使用することができる。このマイル数は、IATA（国際航空運送協会）

が毎年発表する TPM（直行公示区間距離）に準拠している場合が多く、航空会社によ

る違いはほとんどないものと捉えられる。 
距離測定ツールとしては、「ICAO Carbon Emissions Calculator」「Flying distance 

between 325 major airports in the World ( Distances.com)」が WEB 上で提供されて

いる。ツールで発着空港を選択することにより空港間の輸送距離が測定される。 
図‐3 に「ICAO Carbon Emissions Calculator」による輸送距離測定の例を示す。 

 

 
 

 
注）東京(成田)－ロンドン間の輸送距離を km で表示 

図‐3 距離測定ツールによる航空輸送距離測定例 
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b)外航海運 

海運輸送距離については、「Ports.com：Sea route & distance」「Dataloy：Dataloy 
Distance Table」「Sea-Rates.com：Port to port distances」などの距離測定ツール

が WEB 上にて無料で提供されており、輸送距離の測定が可能。 
図‐4 に「Ports.com：Sea route & distance」による輸送距離測定の例を示す。 
 

 
注）東京－サンフランシスコ間の輸送距離を nm（nautical mile）で表示 

図‐4 距離測定ツールによる海上輸送距離測定例 

 
c)外国内輸送 

外国内輸送距離については、実輸送距離の測定とともに、「Google maps」を利用し

て多くの国・地域での道路輸送ルートの検索が可能であり、輸送距離の測定が可能。 
図‐5 に「Google maps」による輸送距離測定例を示す。 
 

 
注）チェンナイ－バンガロール間の輸送距離を km で表示 

図‐5 距離測定ツールによる陸上輸送距離測定例 
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②トンキロ法排出原単位情報 

 トンキロ法排出原単位については、国内外や組織・団体・制度を問わずに様々な形

で策定されている。これまでの調査研究の結果収集された原単位のうち、政府系機関・

著名研究機関等の公表値については後述の「物流 CO2 排出量簡易算定ツール」に一覧

を掲載している。 
 ここでは一覧の補足として、対象としている温室効果ガス（以下 GHG）・バウンダ

リー（燃料採掘段階から使用段階に至るまでの GHG 排出の範囲）・原単位を策定して

いる組織・団体・制度について概要をまとめる。 

 

a)対象 GHG 

GHG には、CO2 の他に CH4 や N2O といったガスも含まれている。対象ガス種別

によって排出量も異なるため、GHG と CO2 については区別して掲載している。 
なお、本手引きおよび算定ツールが対象としているガスは CO2 である。 

b)対象バウンダリー 

物流分野における GHG 排出バウンダリーは、一般的に Direct（Tank-to-Wheel、
以下 TTW）Emission と、Indirect（Well-to-Tank、以下 WTT）Emission とに分け

られる。前者は燃料の使用時の燃焼に伴い排出される GHG 排出を対象とし、後者は

一次エネルギーの採掘から輸送機関の燃料タンクに充填されるまでに生じた GHG 排

出を対象とする。TTW および WTT を合わせたバウンダリーは、Well-to-Wheel 
(WTW)Emission と呼ぶ。 

なお、本手引きおよび算定ツールの対象バウンダリーは、TTW となっている。 
c)原単位策定の組織、団体、制度 

 各国様々な組織、団体、制度において原単位の策定を行っている。組織や団体の所

属、レベル等について簡単にまとめる（表‐2）。なお、日本の組織、団体、制度につい

ては割愛する。 

 

表‐2 各種団体の所属・レベル一覧 

DEFRA（イギリス環境食料農村地域省） 
ADEME(フランス環境・エネルギー管理庁) 

EPA(米国環境保護庁) 

KEITI(韓国環境産業技術院) 政府系機関 

AGO(オーストラリア温室効果防止局) 

TGO(タイ温室効果ガスマネジメント機関) 

ITRI(台湾工業技術研究院) 

IMO(国際海事機関) 国際機関 

EcoTransIT(欧州鉄道事業者、欧州環境庁が参画) 

NTM(スウェーデンの非営利団体) 非営利団体 

GHG Protocol（欧米を中心とした排出量算定基準策定組織） 

TERI() 
研究機関 

Lawrence Berkeley National Laboratory(米国) 

その他 e-Balance(中国の公的 LCA データベース) 
 

- 9 - 



２．３ 把握・算定結果の開示イメージ 

 
 物流から生じる CO2 排出量の把握・算定の結果について、サプライチェーンおよび

企業グループにおける把握・算定対象範囲と、それぞれの対象範囲においてどの程度

の把握状況であるかを実際の排出量と併せて開示するイメージとして図‐6 を提示する。 
 

 
 

 

図‐6 連結グループ企業へ把握を進めている企業の開示イメージ 

 

 これを特定荷主単体（省エネ法の報告範囲のみ）を把握している企業の開示イメー

ジと比較した場合、図‐7 のようになり、開示の範囲の広がりが第三者からもわかり、

企業の取り組みが評価される形となる。 
 

 
図‐7 把握の範囲、企業組織による比較例 

（把握・算定対象範囲を広げている企業） （省エネ法報告範囲のみを把握・算定している企業）

連結グループ企業で把握している。 

国内販売物流を単体で 100%、連結

で 50%把握している。排出量は 10。

国際間調達物流を単体で 50%、連結

で 20%把握している。排出量は 30。 

海外外国内販売物流を単体で 80%、連結

で 50%把握している。排出量は 10。 
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３． 物流CO2 排出量簡易算定ツール 

 

３．１ ツール作成の目的 

 

 本手引きを活用して物流から生じる CO2 排出量の把握・算定を行うことを支援する

ために、国際間および外国内の物流からの CO2 排出量の算定を目的として作成した。 

手引きの内容を踏まえた設計を意識し、既存の算定手法・排出原単位・距離情報を

取り入れ、利用者の物流把握レベルに応じて簡便に算定できる仕組みとしている。 

 

３．２ ツールの概要説明 

 
本ツールは、MS Excel をベースとして「算出表」「都市名リスト」「距離データ」「名

前の管理の設定変更」「トンキロ法排出原単位一覧」「区分別集計表」の 6 つのシート

で構成されている。 
基本機能として、「算出表」シートにおける入力・選択結果が「区分別集計表」シー

トに反映されて排出量が算定される。加えて、「算出表」「都市名リスト」「距離データ」

シートの設定変更によって、個々の利用者の物流実態に合わせて輸送区間・輸送距離・

トンキロ法排出原単位の設定を変更することが可能となっている。 
 

（１）各シートにおける機能の説明 

①算出表 

・ 従来トンキロ法による算定を基本として設計。 
・ 輸送重量を入力し、輸送手段、輸送区間（発地/着地）をプルダウンで選択するこ

とで輸送距離、CO2 排出原単位が自動的に設定され CO2 排出量を計算する仕組み。 
・ 輸送距離、CO2 排出原単位は手入力も可能であり、手入力を優先的に反映する。 
・ 従来トンキロ法を基本として、改良トンキロ法、燃費法、燃料法での算定も可能

であり、それぞれの算定結果を優先して（精緻な値を優先して）表示する設計。 

 
 詳細な説明について、図‐8・図‐9・図‐10・図‐11・図‐12 に示す。 

 

 
図‐8 「算出表」シートのイメージ 
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図‐9 全ての算定手法において共通して入力、選択する部分の説明 

 

 
図‐10 従来トンキロ法・改良トンキロ法で入力、選択する部分の説明 

 

 

図‐11 燃費法・燃料法で入力、選択する部分の説明 
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図‐12 入力、選択した結果を表示する部分の説明 

 

また、図‐13 のように輸送手段別のトンキロ法排出原単位が設定、表示されている。 

 

 

図‐13 トンキロ法排出原単位の表示欄 

 

②都市名リスト 

・ 「算出表」シートの発地／着地のプルダウンリストを設定している（図‐14）。 
・ 各輸送手段、地域における詳細設定を変更するとプルダウンリストに反映される。 
 

 

図‐14 「都市名リスト」シートの説明 

 

③距離データ 

・ 2 地点間の輸送距離を輸送手段ごとに設定している（図‐15）。 
・ 2 地点間の輸送距離が、「算出表」シートのプルダウン選択により表示される。 
 

 
図‐15 「距離データ」シートの説明 
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④名前の管理の設定変更 

・ 各種設定の変更の際、非保護の本シート上での「名前の管理」機能の操作が必要。 
・ 設定の変更の手順をシート内に示している（図‐16）。 
 

 
図‐16 「名前の管理の設定変更」シートの説明 

 

⑤トンキロ法排出原単位一覧 

・ 排出原単位について、各種機関における公表数値の一覧を掲載（図‐17）。 

・ 国別・輸送手段別に掲載し、輸送手段は大区分で船舶・航空・自動車・鉄道の 4
つに区分し、小区分で大区分の輸送手段ごとに詳細に区分されている。 

・ 排出原単位について、バウンダリーと対象ガスで 4 つに区分して掲載。 

 

 
図‐17 「トンキロ法排出原単位一覧」シートの説明 

 

⑥区分別集計表 

・ 「算出表」シートにおける算定結果を物流区分（ⅰ～ⅵ）ごとに集計して表示。 

・ 輸送重量についても集計して表示している（図‐18）。 

 

 
図‐18 「区分別集計表」シートの説明 
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（２）ツールの各種初期設定 

①トンキロ法排出原単位の初期設定 

 トンキロ法排出原単位の初期設定値は、既存の調査研究や排出原単位を活用し、で

きる限り最新のデータを元に設定した（表-2）。 

 

表-2 ツールにおけるトンキロ法排出原単位の初期設定値 

 

 

②輸送区間・輸送距離の初期設定 

a)地域区分および各地域の代表港湾・代表空港 

 本ツールは、世界を 16 地域に区分しており、地域ごとに港湾・空港・都市を設定し

ている。国際間輸送について、港湾・空港の選択をしない（「選択なし」を選ぶ。）場

合、各地域の代表港湾・代表空港間の距離が自動表示される仕組みとなっている。地

域区分と、「選択なし」を選んだ際の設定代表港湾・代表空港は表-3 のとおり。 

 

表-3 地域区分と設定代表港湾・代表空港 

 
注）取扱貨物量の多い港湾・空港を設定 
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b)発地（詳細）・着地（詳細）の選択肢の設定 

 詳細の選択肢の設定は表-4 のとおり。 

 

表-4 詳細選択肢の設定 

 

 

c)輸送距離の設定根拠 

 各輸送手段における 2 地点間の輸送距離の設定根拠は表-5 のとおり。 
 

表-5 輸送距離の設定根拠

 

 

d)詳細の選択肢の初期設定一覧 

・ 各地域の設定港湾（70）は表-6 のとおり。 
 

表-6 港湾の初期設定 
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・ 各地域の設定空港（82）は表-7 のとおり。 
 

表-7 空港の初期設定 

 

 

・ 各地域の設定都市（54）は表-8 のとおり。 
 

表-8 都市名の初期設定 
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３．３ ツールの設定変更 

  
本ツールは利用者の物流実態に応じて輸送手段・排出原単位・輸送区間・輸送距離

の設定を変更し、独自の仕様にすることが可能。 
 
（１）ツールの仕組み 

・ 本ツールでは、プルダウンによる選択を多用している。 
・ プルダウンリストは、Excel の「名前の管理」機能によって設定されており、設定

範囲内の変更や設定範囲の変更を通じてプルダウンリストの変更が可能となる

（図‐19）。 
 

 
図‐19 「名前の管理」機能の説明 

 

 また、排出原単位と輸送距離の自動表示には、次の 2 つの設定が必要となる。 
・ 「都市名リスト」「距離データ」シートに区間・距離が設定されていること。 
・ 「名前の管理」機能において、輸送手段・地域を組み合わせた「名前」と、プル

ダウンリストの表示範囲内に設定がされていること。 
 
（２）輸送区間・輸送距離の設定変更 

・ 「都市名リスト」シートを編集し、「算出表」シートの発地（詳細）／着地（詳細）

のプルダウンリストに追加する。  
・ 「距離データ」シートを編集すると、プルダウンリストに追加された発地（詳細）

／着地（詳細）間の距離が表示される。  
・ 設定変更にあたっては、「名前の管理の設定変更」シートにおいて操作する。 
 
 輸送区間・輸送距離の設定変更について、東京－HANGZHOU（杭州）間の国際航

空輸送距離の追加設定を例として示す。 
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①「都市名リスト」シートの編集 

 「国際航空中国東部」の欄に HANGZHOU を追加し、「名前の管理」機能を操作す

る（図‐20、図‐21）。 
 

 
図‐20 「都市名リスト」シートでの編集作業 1 

 

 
図‐21 「都市名リスト」シートでの編集作業 2 

 
②「距離データ」シートの編集 

 「距離データ」シートの最後部に発地／着地と輸送距離を追加する（図‐22）。 

 

 
図‐22 「距離データ」シートでの編集作業 

 
③編集作業の結果 

プルダウンリストに HANGZHOU が追加され、輸送距離も表示される（図‐23）。 
 

 
図‐23 編集作業の結果 
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（３）トンキロ法排出原単位の設定変更 

・ 「算出表」シートにおけるトンキロ法排出原単位表示欄を編集。 
・ 「名前の管理」機能において指定範囲を再設定。 
・ 輸送手段のプルダウンリストに変更内容が反映され、原単位が表示される。 
 
 原単位の設定変更について、トレーラーの原単位の追加設定を例として示す。 
 
①「算出表」シートにおける輸送手段と原単位の追加設定 

 「算出表」シートの輸送手段と原単位値の表示欄にトレーラーを追加し、「名前の管

理」機能を操作する（図‐24）。 
 

 
図‐24 輸送手段・原単位の追加設定 

 
ここで、新たに設定した輸送手段であるトレーラーについては、「都市名リスト」シ

ートにおいて輸送区間を、「距離データ」シートにおいて輸送距離をそれぞれ設定し、

「名前の管理」機能の操作によってひも付けを行う必要がある。 
輸送区間・輸送距離について、HAKATA－KOBE 間の距離設定を例として示す。 
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②「都市名リスト」シートにおける輸送区間の追加設定 

 「都市名リスト」シートにおいて、自動表示されているトレーラーの「値」を編集

し、「名前の管理」機能を操作する（図‐25）。 

 

 

      
図‐25 輸送手段・輸送区間のプルダウンリストへの追加作業 

 
③「距離データ」のシートにおける輸送距離の追加設定 

 「距離データ」のシートにおいて、追加で自動表示されているトレーラーの HAKATA
－KOBE 間の輸送距離を設定（図‐26）。 
 

 
図‐26 輸送距離の追加設定作業 

 
④編集作業の結果 

 プルダウンリストに追加され、輸送手段・輸送区間・輸送距離・原単位が表示され

る（図‐27）。 

 

 
図‐27 編集作業の結果 
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４． おわりに 

 
 本手引きは、「物流から生じる CO2 排出量のディスクロージャーの今後のあり方に関

する調査研究」の成果として策定された。これまでの調査研究については研究報告に

取りまとめており、国土交通政策研究所のホームページに掲載されている。 
また、「物流 CO2 排出量簡易算定ツール」については、国土交通政策研究所のメール

アドレスに連絡された方に対してメールにて提供している。 
 

 メールアドレス：pri@mlit.go.jp 
 ホームページ：http://www.mlit.go.jp/pri/ 

 
 本手引き・算定ツール・研究報告が活用されることによって、企業の物流から生じ

る CO2 排出量のディスクロージャー（開示）が促進されれば幸甚である。 

mailto:pri@mlit.go.jp
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